
規 則

�愛媛県規則第４１号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１条関係） 別表（第１条関係）

名 称
職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間
名 称

職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間

省略 省略

愛媛県立今治

高等技術専門

校

普通職業訓

練

普通

課程

繊維エンジ

ニア科

３０人 １年 愛媛県立今治

高等技術専門

校

普通職業訓

練

普通

課程

織物エンジ

ニア科

２０人 １年

染織エンジ

ニア科

２０人 １年

服飾ソーイ

ング科

２０人 １年 服飾ソーイ

ング科

３０人 １年

省略 省略

省略 省略

省略 省略

附 則

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則…………１０８８

○ 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則…………１０８９

告 示
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○ 道路の区域変更（県道弓削島循環線）…………………………………１０９８
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○ 道路の供用開始（県道土居魚成線）……………………………………１０９９

○ 道路の供用開始（県道久万中山線）……………………………………１０９９

○ 道路の供用開始（一般国道３７９号）……………………………………１０９９
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○ 庁内ＬＡＮシステム用端末機の借入れ…………………………………１１０１
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○ 愛媛県確認事務の委託の手続等に関する規則の一部を改正する規
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選挙管理委員会告示

○ 参議院選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関

する収支報告書の要旨……………………………………………………１１０３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示
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�愛媛県規則第４２号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（資金の貸付け）

第３条 県は、高度化資金のうち、機構法第１５条第１項第３号イに

規定する資金として、予算の範囲内において、地域中小企業応援

ファンド資金の貸付けを行うものとする。

２ 県は、高度化資金のうち、機構法第１５条第１項第３号ロに

規定する資金として、予算の範囲内において、次に掲げる資金の

貸付けを行うものとする。

� 省略

� 異分野連携新事業分野開拓計画認定グループ資金

� 省略

� 総合効率化計画認定グループ資金

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

３ 省略

４ 前３項に規定するもののほか、県は、高度化資金として、予算

の範囲内において、次に掲げる資金の貸付けを行うものとする。

�・� 省略

５ 高度化資金の貸付対象者及び貸付対象又は貸付対象施設は、第

１項に掲げる資金にあつては別表第１の、第２項各号に掲げる資

金にあつては別表第２の、第３項各号に掲げる資金にあつては別

表第３の、前項各号に掲げる資金にあつては別表第４のとおりと

する。

（貸付金の限度）

第４条 一の借主に対して貸し付ける高度化資金の金額は、前条第

１項に掲げる資金にあつては別表第１の、同条第２項各号に掲げ

る資金にあつては別表第２の、同条第３項各号に掲げる資金にあ

つては別表第３の、同条第４項各号に掲げる資金にあつては別表

第４のとおりとする。

（貸付金の利率、償還期間及び償還方法）

第５条 高度化資金貸付金の利率、償還期間（据置期間を含む。以

下同じ。）及び据置期間は、第３条第１項に掲げる資金にあつて

は別表第１の、同条第２項各号に掲げる資金にあつては別表第２

の、同条第３項各号に掲げる資金にあつては別表第３の、同条第

４項各号に掲げる資金にあつては別表第４のとおりとする。

２ 省略

（期限前償還）

第８条 知事は、借主が次の各号の一に該当するときは、支払期日

前に、その借主に対し、貸付金の全部又は一部の償還を請求する

（資金の貸付け）

第３条 県は、高度化資金のうち、機構法第１５条第１項第３号ロに

規定する資金として、予算の範囲内において、次に掲げる資金の

貸付けを行うものとする。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

２ 省略

３ 前２項に規定するもののほか、県は、高度化資金として、予算

の範囲内において、次に掲げる資金の貸付けを行うものとする。

�・� 省略

４ 高度化資金の貸付対象者及び 貸付対象施設は、第

１項各号 に掲げる資

金にあつては別表第１の、第２項各号に掲げる資金にあつては別

表第２の、前項各号に掲げる資金にあつては別表第３のとおりと

する。

（貸付金の限度）

第４条 一の借主に対して貸し付ける高度化資金の金額は、前条第

１項各号 に掲げ

る資金にあつては別表第１の、同条第２項各号に掲げる資金にあ

つては別表第２の、同条第３項各号に掲げる資金にあつては別表

第３のとおりとする。

（貸付金の利率、償還期間及び償還方法）

第５条 高度化資金貸付金の利率、償還期間（据置期間を含む。以

下同じ。）及び据置期間は第３条第１項各号

に掲げる資金にあつては別表第１

の、同条第２項各号に掲げる資金にあつては別表第２の、同条第

３項各号に掲げる資金にあつては別表第３のとおりとする。

２ 省略

（期限前償還）

第８条 知事は、借主が次の各号の一に該当するときは、支払期日

前に、その借主に対し、貸付金の全部又は一部の償還を請求する

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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ものとする。

�～� 省略

� 中小企業者以外の会社（次号において「大企業」という。）

と合併したとき。

� 大企業 若しくはその役員からの出資比率が

１００分の１００となつたとき、又は一の大企業若しくはその役員か

らの出資比率が１００分の５０以上となつたとき。

�・� 省略

別表第１（第３条―第５条関係）

ものとする。

�～� 省略

� 中小企業者以外の会社に吸収合併された

とき。

� 中小企業者以外の会社若しくはその役員又は中小企業者以外

の個人で事業を営むものから資本の額又は出資の総額の２分の

１以上に当たる額の出資を受けた とき。

�・� 省略

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

地

域中

小企

業応

援フ

ァン

ド資

金

地域

中小企

業応援

ファン

ド事業

を行う

民法（明

治２９年

法律第

８９号）第

３４条の

規定に

より設

立され

た法人

（以下

「公益

法人」と

いう。）

であつ

て、当該

法人の

資本又

は基本

財産に

地方公

共団体

が資金

を拠出

したも

の

地域

中小企

業応援

ファン

ド事業

に要す

る基金

に充て

るため

の資金

貸付対象者

が行う地域中

小企業応援フ

ァンド事業に

要する基金に

充てるための

資金の１００分の

１００以内

無利子 １０

年

以

内

１０

年

以

内

別表第２（第３条―第５条関係） 別表第１（第３条―第５条関係）

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

１

経

営

経営

革新計

画承認

経営

革新計

画承認

貸付対象者

が貸付対象施

設を取得し、

年１．１０

パーセン

ト。ただ

省

略

１

経

営

経営

革新計

画承認

経営

革新計

画承認

貸付対象者

が貸付対象施

設を取得し、

年１．０５

パーセン

ト。ただ

省

略

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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革

新

計

画

承

認

グ

ル

ー

プ

資

金

グルー

プ事業

を実施

する中

小企業

者等（中

小企業

の新た

な事業

活動の

促進に

関する

法律（平

成１１年

法律第

１８号。以

下「中小

企業新

事業活

動促進

法」とい

う。）第

９条第

１項に

規定す

る中小

企業者

等をい

う。）

グルー

プ事業

の用に

供する

土地、建

物（関連

施設を

含む。

以下同

じ。）、

構築物

（関連

施設を

含む。

以下同

じ。）又

は設備

造成し、又は

整備するのに

必 要 な 資 金

（以下「整備

資 金 」 と い

う。）の１００

分の８０（災害

復旧貸付及び

緊急健康被害

等防止貸付に

ついては、１００

分の９０）以内

し、次の

いずれか

に該当す

る 場 合

は、無利

子 と す

る。

ア 公害

防止、

環境保

全、省

資源・

省エネ

ルギー

製品開

発・技

術開発

等 、

災害防

止又は

災害復

旧のい

ずれか

に該当

する場

合

イ・ウ

省略

革

新

計

画

承

認

グ

ル

ー

プ

資

金

グルー

プ事業

を実施

する中

小企業

者等（中

小企業

経営革

新支援

法

（平

成１１年

法律第

１８号

）第

４条第

１項に

規定す

る中小

企業者

等をい

う。）

グルー

プ事業

の用に

供する

土地、建

物（関連

施設を

含む。

以下同

じ。）、

構築物

（関連

施設を

含む。

以下同

じ。）又

は設備

造成し、又は

整備するのに

必 要 な 資 金

（以下「整備

資 金 」 と い

う。）の１００

分の８０（災害

復旧貸付

に

ついては、１００

分の９０）以内

し、次の

いずれか

に該当す

る 場 合

は、無利

子 と す

る。

ア 公害

防止、

環境保

全、省

資源・

省エネ

ルギー

製品

開発・

技術開

発等、

災害防

止又は

災害復

旧のい

ずれか

に該当

する場

合

イ・ウ

省略

２

異

分

野

連

携

新

事

業

分

野

開

拓

計

画

認

定

グ

ル

ー

プ

資

金

異分

野連携

新事業

分野開

拓計画

認定グ

ループ

事業を

実施す

る中小

企業者

（中小

企業新

事業活

動促進

法第１１

条第１

項に規

定する

中小企

業者を

いう。）

異分

野連携

新事業

分野開

拓計画

認定グ

ループ

事業の

用に供

する土

地、建

物、構築

物又は

設備

整備資金の

１００分の９０以

内

無利子 同

上

同

上

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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３

下

請

振

興

事

業

計

画

承

認

グ

ル

ー

プ

資

金

下請

振興事

業計画

承認グ

ループ

事業を

実施す

る特定

下請組

合等（下

請中小

企業振

興法（昭

和４５年

法律第

１４５号）

第５条

第１項

に規定

する特

定下請

組合等

をいう。）

下請

振興事

業計画

承認グ

ループ

事業の

用に供

する土

地、建

物、構築

物又は

設備

整備資金の

１００分の８０（災

害復旧貸付及

び緊急健康被

害等防止貸付

については、

１００分の９０）以

内

年１．１０

パーセン

ト。ただ

し、次の

いずれか

に該当す

る 場 合

は、無利

子 と す

る。

ア 公害

防止、

環境保

全、省

資源・

省エネ

ルギー

製品開

発・技

術開発

等、災

害防止

又は災

害復旧

のいず

れかに

該当す

る場合

イ 中小

企業の

振興に

係る特

定の関

係法令

の認定

又は承

認を受

けた計

画に基

づき実

施され

る場合

ウ 事業

に参加

する者

の大部

分が小

規模事

業者で

ある場

合

省

略

２

下

請

振

興

事

業

計

画

承

認

グ

ル

ー

プ

資

金

下請

振興事

業計画

承認グ

ループ

事業を

実施す

る特定

下請組

合等（下

請中小

企業振

興法（昭

和４５年

法律第

１４５号）

第５条

第１項

に規定

する特

定下請

組合等

をいう。）

下請

振興事

業計画

承認グ

ループ

事業の

用に供

する土

地、建

物、構築

物又は

設備

同上 同上 省

略

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号

１０９２



４

総

合

効

率

化

計

画

認

定

グ

ル

ー

プ

資

金

総合

効率化

計画認

定グル

ープ事

業を実

施する

中小企

業者（流

通業務

の総合

化及び

効率化

の促進

に関す

る法律

（平成

１７年法

律第８５

号）第２

条第１１

号に規

定する

中小企

業者を

いう。）

総合

効率化

計画認

定グル

ープ事

業の用

に供す

る土地、

建物、構

築物又

は設備

同上 同上 同

上

同

上

５

省略

３

省略

６

省略

４

省略

７

省略

５

省略

８

省略

６

省略

９

省略

７

省略

１０

省略

８

省略

１１

集

団

化

資

金

事業

協同組

合若し

くは協

同組合

連合会

又はこ

れらの

組合員

若しく

は所属

員（以下

「組合

集団

化事業

の用に

供する

土地、建

物、構築

物又は

設備

整備資金の

１００分の８０（小

規模事業者貸

付、災害復旧

貸付及び緊急

健康被害等防

止貸付につい

ては、１００分の

９０）以内

省略 ９

集

団

化

資

金

事業

協同組

合若し

くは協

同組合

連合会

又はこ

れらの

組合員

若しく

は所属

員（以下

「組合

集団

化事業

の用に

供する

土地、建

物、構築

物又は

設備

整備資金の

１００分の８０（小

規模事業者貸

付及び災害復

旧貸付

につい

ては、１００分の

９０）以内

省略

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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員等」と

いう。）

である

特定中

小企業

者、企業

組合若

しくは

協業組

合

員等」と

いう。）

である

特定中

小企業

者、企業

組合若

しくは

協業組

合

１２

省略

１０

省略

別表第３（第３条―第５条関係） 別表第２（第３条―第５条関係）

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

１

地

域

産

業

創

造

基

盤

整

備

資

金

政令

第２条

第２項

第１号

に規定

する特

定会社

（以下

「特定

会社」と

いう。）、

公益

法人

、

同号に

規定す

る商工

会等（以

下「商工

会等」と

いう。）

又は市

町

地域

産業創

造基盤

整備事

業の用

に供す

る土地、

建物、構

築物又

は設備

整備資金の

１００分の８０（災

害復旧貸付及

び緊急健康被

害等防止貸付

については、

１００分の９０）以

内

省略 １

地

域

産

業

創

造

基

盤

整

備

資

金

政令

第２条

第２項

第１号

に規定

する特

定会社

（以下

「特定

会社」と

いう。）、

同号に

規定す

る公益

法人（以

下「公益

法人」と

いう。）、

同号に

規定す

る商工

会等（以

下「商工

会等」と

いう。）

又は市

町

地域

産業創

造基盤

整備事

業の用

に供す

る土地、

建物、構

築物又

は設備

整備資金の

１００分の８０（災

害復旧貸付

については、

１００分の９０）以

内

省略

２

省略

２

省略

別表第４（第３条―第５条関係） 別表第３（第３条―第５条関係）

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

高度

化資

金の

種類

貸付対

象者

貸付対

象施設

貸付金の金額 利率 償

還

期

間

据

置

期

間

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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１

地

域

産

業

創

造

基

盤

整

備

活

性

化

資

金

特定

会社、公

益法人、

商工会

等又は

市町（地

域産業

創造基

盤整備

事業を

行った

ものに

限る。）

地域

産業創

造基盤

整備活

性化事

業の用

に供す

る土地、

建物、構

築物又

は設備

整備資金の

１００分の８０（災

害復旧貸付及

び緊急健康被

害等防止貸付

に つ い て は

１００分の９０）以

内

年１．１０

パーセン

ト

省

略

１

地

域

産

業

創

造

基

盤

整

備

活

性

化

資

金

特定

会社、公

益法人、

商工会

等又は

市町（地

域産業

創造基

盤整備

事業を

行った

ものに

限る。）

地域

産業創

造基盤

整備活

性化事

業の用

に供す

る土地、

建物、構

築物又

は設備

整備資金の

１００分の８０（災

害復旧貸付

に つ い て は

１００分の９０）以

内

年１．０５

パーセン

ト

省

略

２

省略

２

省略

様式第２号（その６）の次に次のように加える。
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様式第２号（その７）

高度化資金計画書（地域中小企業応援ファンド資金用）

年 月 日

愛媛県知事 様

所 在 地

公益法人名

代表者氏名 �
年 月 日付け 第 号をもつて貸付けの内定を受けた高度化資金の計画書を提出します。

１

公
益
法
人
の
概
要

設立年月日 従業員数 人 資本金 円

出 資 者 の
内 訳

公益法人の
沿 革

現有施設の
内 容

土
地

用 途 所 在 地 面 積 取得年月日 備 考

建
物

用 途 構 造 延 床 面 積 取得年月日 備 考

設
備

名 称 型式、性能又は構造 数 量 取得年月日 備 考

２

貸
付
け
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
の
計
画

事 業 計 画 の 概 要

必 要 性 及 び 効 果

基金特別会計に係る収支見込
み（高度化資金の借入年度か
ら最終償還年度まで）

高度化資金借入希望額

高度化資金貸付金が減額さ
れ、又は支出額が予定額を超
過した場合の資金調達方法

３ 高度化資金貸付金の返済計画

注１ この計画書は、地域中小企業応援ファンド事業を行う場合に使用すること。

２ 次の書類を添付すること。

� 公益法人の定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書

� 地域中小企業応援ファンド事業に関する議事録の謄本

� 最近の決算期における決算関係書類

� 申請者の印鑑証明書

� その他知事が指定する書類

３ この計画書及び添付書類は、正本１通及びその写し１通を提出すること。ただし、登記事項証明書及び印鑑証明

書は、１通とし、正本に添付すること。

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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告 示

��������������

��������������

�愛媛県告示第１５４１号
伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（かんがい排水）・東峰地区）の施行は、適当と認められるの

で、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項におい

て準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を

縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

東峰地区）計画書の写し

� 伊予市営土地改良事業等の分担金の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成１９年１０月９日から１１月５日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所双海地域事務所

�������
�愛媛県告示第１５４２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

西条市飯岡字北山１５１２の１０、１５１２の１２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

水道事業用地とするため

�������
�愛媛県告示第１５４３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

松山市勝岡町１２６８の９

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

指定理由の消滅

様式第９号を削る。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の規定は、平成１９年度分の貸付金から適用し、平成１８年度分以前の貸付金については、な

お従前の例による。

�愛媛県告示第１５４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 石鎚丹原線
西条市小松町石鎚字湯浪３８０７番２から

同字３７９８番４まで
平成１９年１０月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鈍川伊予大井停車場線
今治市玉川町鈍川丁５１９番１地先から

同町鈍川丁５２１番２地先まで

旧 ４．０～８．０
１１．０～１３．０

０．０６０
０．０５２

新 １１．０～１３．０ ０．０５２

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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�愛媛県告示第１５４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
今治市玉川町鈍川丁２１番２地先から

同町鈍川丁５２８番１地先まで

旧 ４．０～１２．０
１１．０～１２．０

０．１０７
０．０２４

新 １１．０～１２．０ ０．０２４

〃 〃
今治市玉川町鈍川丁５２８番５から

同町鈍川丁５３７番１地先まで

旧 ４．０～１０．０
１１．０～１４．０

０．０９１
０．０３０

新 １１．０～１４．０ ０．０３０

〃 〃
今治市玉川町畑寺乙１７８番２地先から

同町畑寺乙１７７番２地先まで

旧 ５．０～１５．０
１０．０～１５．０

０．１０８
０．０４６

新 １０．０～１５．０ ０．０４６

〃 〃
今治市玉川町畑寺乙１７０番１地先から

同町畑寺乙１６４番４地先まで

旧 ４．０～１０．０
１３．０～３８．０

０．１５７
０．０８８

新 １３．０～３８．０ ０．０８８

〃 〃
今治市玉川町畑寺甲１６１番４地先から

同町畑寺甲１１９番４まで

旧 ３．０～３０．０
９．０～５７．０

０．８２１
０．６２５

新 ９．０～５７．０ ０．６２５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 横浜生名港線
越智郡上島町生名４２０１番２地先から

同町生名９６９番１地先まで

旧 ５．０～４１．０ １．１５３

新 ５．３～４１．０
１０．５～５９．０

１．１５３
１．０７０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削下弓削８３９番１地先から

同町弓削明神６５０番２まで

旧 ３．６～３２．５
１１．１～３７．８

１．０３６
０．８７７

新 １１．１～３７．８ ０．８７７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削下弓削８３９番１地先から

同町弓削下弓削１２３番６地先まで
平成１９年１０月５日

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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�愛媛県告示第１５４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５５３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
今治市波方町森上乙５５番６地先から

同町森上甲１７２番２地先まで

旧 ５．０～１８．０ ０．０５０

新 ８．０～４０．０ ０．０５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾３１２０番３から

同市城川町嘉喜尾３０５４番４まで
平成１９年１０月５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
喜多郡内子町上田渡１００７番１から

同町上田渡８５２番２まで
平成１９年１０月５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東２５６３番から

同町大瀬東２５８４番まで
平成１９年１０月５日

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県情報セキュリティ診断及び監査業務

� 委託業務名及び数量

愛媛県情報セキュリティ診断及び監査業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約締結日から平成２０年１月１８日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の情報セキュリティ診断及び監査業務の実

績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得る体制

が整備されていることを証明した者であること。

� 情報セキュリティ監査企業台帳（経済産業省所管）に登録し

ていること。

� 受託者及びその関連事業者（出資率５０％以上）ともに、愛媛

県の行政組織における情報システムの企画、開発、運用、保守

等に関わっていないこと。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課ネットワーク運営係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

平成１９年１０月２４日（水）午前１０時

� 入札説明書の交付方法

�に揚げる場所又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信
書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に

規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定

信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）で交付する。

� 開札の日時及び場所

平成１９年１０月２４日（水）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画情報部管理局情報政策課システム設

計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札仕様確認書

（以下「確認書」という。）を知事に提出し、入札参加資格の

確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認書の受領期限

平成１９年１０月１８日（木）午後５時

イ 受付場所

３の�に掲げる場所
ウ 確認書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は、

認めない。

エ 郵便等による確認書の取扱い

郵便等により確認書を提出する場合は、平成１９年１０月１８日

（木）午前１０時までに、３の�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第３２号

平成１９年９月２１日
伊予郡松前町大字北黒田字粟津４６０番８及び４６３番１

松山市針田町９７番地４

サンシャイン針田２０２号

友 田 敏 明

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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詳細は、入札説明書による。
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

庁内ＬＡＮシステム用端末機の借入れ

� 借入物品名及び数量

パーソナルコンピュータ２，２１０台（内訳：デスクトップ型２

，２０２台、ノート型８台）及び外付けフロッピーディスクドライ

ブ３００台（ソフトウェア一式、搬入、据付、データ移行、調整、

保守等一式を含む）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２０年３月１日から平成２５年２月２８日まで

� 借入場所

知事が指定する場所

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１８年度及

び平成１９年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格

を有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県企画情報部管理局情報政策課行政情報化係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

平成１９年１１月１６日（金）午前１０時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１９年１１月１６日（金）午前１０時

愛媛県庁第二別館５階第２会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

この公告に示した物品を納入できることを証明する書類を添付

して、入札書の受領期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Personal

Computer２２１０ units，External Floppy Disk Drive３００ units

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，１６ November２００７

� For further information，please contact： Administration

Computerization Section， Information Policy Division，

Administrative Subdepartment，Planning and Information

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８７

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年１０月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第１６号
愛媛県確認事務の委託の手続等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１０月５日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県確認事務の委託の手続等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県確認事務の委託の手続等に関する規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第３号（第２条関係） 様式第３号（第２条関係）

誓 約 書

当法人は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の８第３項各

号に掲げる次のいずれにも該当しないことを誓約します。

１ 省略

２ 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを

問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。）のうちに次のいずれかに該当する者のある法人

� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の２第１項第

３号の罪を犯し罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者

�～� 省略

省略

誓 約 書

当法人は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の８第３項各

号に掲げる次のいずれにも該当しないことを誓約します。

１ 省略

２ 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを

問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む。）のうちに次のいずれかに該当する者のある法人

� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の３第１項第

３号の罪を犯し罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者

�～� 省略

省略

注 省略

様式第９号（第７条関係）

（表）

注 省略

様式第９号（第７条関係）

（表）

省略 省略

注 省略

（裏）

注 省略

（裏）

注 意 事 項

駐車監視員資格者講習を受講し、その課程を修了しても道路交通法

注 意 事 項

駐車監視員資格者講習を受講し、その課程を修了しても道路交通法

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年９月２５日 特定非営利活動法人
ハートｉｎハートなんぐん市場 桝 田 道 敏 南宇和郡愛南町御荘平山９４３番地 この法人は、障害を持たれた方々や地域住民に

対する自立及び社会参加に関する事業、ソーシ
ャルインクルージョンの観点から、地域住民と
共に「共に暮らせるまちづくり」を目指した活
動、森林ボランティア活動等を通し、地域福祉
の向上及び地域の自然環境保全に寄与すること
を目的とする。

愛 媛 県 報平成１９年１０月５日 第１９０２号
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選挙管理委員会告示

（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の１３第１項第２号に掲げる次のい

ずれかに該当する場合には、駐車監視員資格者証の交付を受けることが

できません。

�・� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の２第１項第

３号の罪を犯し罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、若しく

は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

い者

�～� 省略

（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の１３第１項第２号に掲げる次のい

ずれかに該当する場合には、駐車監視員資格者証の交付を受けることが

できません。

�・� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の３第１項第

３号の罪を犯し罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、若しく

は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

い者

�～� 省略

様式第１４号（第１２条関係） 様式第１４号（第１２条関係）

誓 約 書

私は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の１３第１項第２

号イからハまでに掲げる次のいずれにも該当しない者であることを誓

約します。

�・� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の２第１項第

３号の罪を犯して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、若しく

は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

い者

�～� 省略

省略

誓 約 書

私は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第５１条の１３第１項第２

号イからハまでに掲げる次のいずれにも該当しない者であることを誓

約します。

�・� 省略

� 禁錮以上の刑に処せられ、又は道路交通法第１１９条の３第１項第

３号の罪を犯して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、若しく

は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

い者

�～� 省略

省略

注 省略 注 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第９３号
平成１９年７月２９日執行の参議院選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成１９年１０月５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 藤 山 薫

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成１９年７月２９日執行

参議院選挙区選出議員選挙（愛媛県選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

３９，５３８，９００円

３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 友 近 聡 朗 所 属 党 派 無 所 属 平成１９年９月１２日から
期 間 第３回分

平成１９年９月２１日まで出納責任者氏名 成 見 憲 治

収 入 支 出

主たる寄附 ０円

その他の寄附 ０

その他の収入 ７０，８００
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今 回 計 ７０，８００ 今 回 計 ０円

前 回 計 ７，３５０，０００ 前 回 計 １０，２２０，９１０

総 計 ７，４２０，８００ 総 計 １０，２２０，９１０

報告書受理年 月 日 平成１９年 ９ 月２１日 第 ３ 回 報 告 分

平成１９年１０月５日 発行
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